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一般会計予算の内容および特徴 

 

Ⅰ 一般会計予算の内容 

 
（ア）歳入予算の構成図 

（イ）主な歳入の状況  

 

 
 

今年度前半の景気回復により、企業収益も一定回復が見込まれることから、基幹税目である 

   法人二税は、前年度に比べ90億円増（＋40.8％）の312億円を見込んでいます。 

また、個人県民税は450億円で、前年度比5億円の微増となる一方、その他の税目では、自

動車税、自動車取得税を中心にほとんどの税目で減収となる見込みです。 

 

 

 

主なものとしては、都道府県間の財政力格差を是正するために創設された地方法人特別税（国

税）を再配分する「地方法人特別譲与税」があり、平成23年度は、対前年度比29億円増（＋

21.3％）の165億円を見込んでいます。 

その他に地方揮発油譲与税を21億円、石油ガス譲与税を1億円計上しています。 

 

 

 

住宅借入金等特別税額控除による個人県民税の減収を補てんするための減収補てん特例交付

金を7億円、児童手当及び子ども手当特例交付金を12億円計上しています。 

 

地方譲与税 ＋29億円（＋18.4%、○23187億円 ← ○22158億円） 

地方特例交付金 ▲1億円（▲4.0%、○2319億円 ← ○2220億円） 

県税 ＋84億円（＋7.0％、○231,286億円 ← ○221,202億円）    

諸収入
39,179
(7.9%)

県税
128,600
(25.8%)

地方特例交付金
1,910
(0.4%)

寄附金
22
(0.0%)

繰入金
36,788
(7.4%)

地方消費税清算金
23,579
(4.7%)

分担金及び負担金
1,484
(0.3%)

使用料及び手数料
4,753
(0.9%)

繰越金
(-)

財産収入
1,807
(0.4%)

市町たばこ税県交付金
125
(0.0%) 地方譲与税

 18,698
 (3.8%)

国庫支出金
49,204
(9.9%)

交通安全対策特別交付金
590
(0.1%)

地方交付税
111,700
  (22.4%)

県債
79,941
(16.0%)

依存財源
262,168
(52.6%)

自主財源
236,212
    (47.4%)

歳　入　合　計

4,983億 8千万円

（単位：百万円）

うち臨時財政対策債
  　　　49,800
         (10.0%)
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平成 23年度の地方交付税総額（全国ベース）は、別枠加算である地域活性化・雇用等対策費

（1 兆 2,000 億円）を含めて、17 兆 3,734 億円で、前年度比 4,799 億円の増（＋2.8％）

となっています。 

本県の交付額は、法人二税等の回復による減が見込まれる一方、地方交付税から振り替えられ

る臨時財政対策債の減少や、地域活性化・雇用等対策費による別枠加算の増などにより、全体と

しては、前年度に比べ44億円増の1,117億円となり、3年連続で増加する見込みです。 

（参考）地方交付税＋臨時財政対策債 1,615億円（対前年度比 ▲114億円 ▲6.6％） 

 

 

 

道路や河川などの補助公共事業費の減のほか、参議院議員通常選挙費や平成22年国勢調査費

の減などにより、18億円減少しています。 

 

 

 

財産売払収入で大きな物件の減があるため、全体で26億円減少しています。 

 

 

 

財政調整基金を13億円（平成23年度末現在高見込額15.6 億円）、県債管理基金を20億円

（平成23年度末現在高見込額2.8 億円）取り崩すこととしています。さらに、財源不足への対

応のため、福祉・教育振興基金を22億円、土地開発基金を30億円取り崩すこととしています。 

また、その他の特定目的基金についても、緊急雇用創出事業臨時特例基金を60億円、地域活

性化・公共投資基金を34億円取り崩すなど、それぞれの基金の目的に沿って活用することとし

ています。 

 

 
 
 

公共用地先行取得事業資金や道路公社出資金返還収入の減などにより、全体で25億円減少し

ています。 

 

 

 

 
 

次世代の負担軽減の観点から、これまでから県債に極力依存しない財政運営に努めており、平

成 23 年度の県債は、対前年度比 183 億円の大幅減となっています。これは、地方交付税の振

替として発行している臨時財政対策債が 158 億円減少したことが主な要因ですが、それ以外の

実質的な県債についても、投資的経費の抑制などにより、25億円減少しています。 

なお、このうち財源対策のための県債としては、退職手当債を 30 億円、行政改革推進債を

14億円発行することとしています。 

こうした結果、県債残高は、平成23年度末に1兆 282億円となる見込みですが、このうち

臨時財政対策債を除く実質的な県債は 235 億円減の 7,166 億円であり、前年度に引き続き、

減少する見込みです。 

 

 

財産収入 ▲26億円（▲59.5%、○2319億円 ← ○2245億円） 

繰入金 ＋130億円（＋54.6%、○23368億円 ← ○22238億円）         

地方交付税 ＋44億円（＋4.1％、○231,117億円 ← ○221,073億円） 

国庫支出金 ▲18億円（▲3.4%、○23492億円 ← ○22510億円） 

諸収入 ▲25億円（▲6.1%、○23392億円 ← ○22417億円） 

県債（臨時財政対策債除く）  ▲ 25億円（▲ 7.7％、○23301億円 ← ○22326億円）   

県債（   〃   含む）    ▲183億円（▲18.6％、○23799億円 ← ○22982億円） 
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（ウ）歳出予算（目的別）の構成図      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災ヘリコプター更新事業 ▲11.6 億円、新駅問題支援対策費 ＋5.9 億円 

 

 
 

滋賀県議会議員選挙執行費 ＋4.3 億円、参議院議員選挙執行費 ▲６.9 億円、 

知事選挙執行費 ▲6.0 億円、平成22年国勢調査費 ▲6.7 億円 

 

 
 
文化振興事業団運営費補助金 ▲4.2 億円、希望が丘施設整備費 ＋1.5 億円 

         

 
          

地域ｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ基金市町事業費補助金 ▲2.2 億円、森林整備加速化基金事業 ▲8.1 億円 

流域下水道促進費 ▲9.4 億円、滋賀県環境事業公社運営資金貸付金 ▲1.9 億円 

 

 
 

子宮頸がん等ワクチン接種促進事業費補助金 ＋10.7 億円、 

平和祈念館（仮称）整備推進事業費 ＋2.8 億円、介護保険給付費県費負担金 ＋5.3 億円、 

災害拠点病院等耐震化施設整備費補助金 ＋10.3 億円、湖東・湖北医療圏域事業費 ＋5.3 億円 

後期高齢者医療給付費県費負担金 ＋6.5 億円 

   

 

 

緊急雇用創出関連事業費 ＋7.7 億円、ふるさと雇用再生関連事業費 ＋5.2 億円 

中小企業振興資金融資基金預託金 ▲3.0 億円 

政策調整費  ▲5億円（▲4.6%、○23103億円 ← ○22108億円） 

総務費 ▲14億円（▲5.7%、○23223億円 ← ○22237億円） 

県民文化生活費 ▲2億円（▲3.4%、○2353億円 ← ○2255億円） 

琵琶湖環境費 ▲21億円（▲10.9%、○23171億円 ← ○22192億円） 

健康福祉費 ＋48億円（＋6.2%、○23826億円 ← ○22778億円） 

商工観光労働費 ＋7億円（＋2.3%、○23319億円 ← ○22312億円） 

健康福祉費
82,626
(16.6%)

公債費
79,484
(15.9%)

教育費
128,928
(25.9%)

農政水産業費
14,854
(3.0%)

商工観光労働費
31,920
(6.4%)

琵琶湖環境費
17,114
(3.4%)

県民文化生活費
5,304
(1.1%)

総務費
22,300
(4.5%)

政策調整費
10,275
(2.1%)

予備費
130
(0.0%)諸支出金

28,470
(5.7%)

議会費
1,348
(0.3%)

災害復旧費
681
(0.1%)

警察費
29,021
(5.8%)

土木交通費
45,925
(9.2%)

歳　出　合　計

4,983億 8千万円

（単位：百万円）
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    国営土地改良事業費負担金 ▲19.1 億円、土地改良補助公共事業費 ▲16.8 億円 

獣害対策推進プロジェクト事業費 ＋8.1 億円 

  

 

土木補助公共事業費・国直轄事業費負担金 ▲16.4 億円、土木単独公共事業費 ＋10.2 億円 

芹谷地域振興対策費 ＋3.2 億円、単独港湾整備事業費 ▲5.3 億円 

 

 
 
警備艇の更新整備 ＋1.2 億円、交通安全対策支援経費 ＋0.9 億円 

交番・駐在所等新築改修経費 ＋0.7 億円 

 

 
 

県立学校耐震対策 ＋2.7 億円、教室不足解消事業（特別支援学校） ＋2.1 億円 

都市計画道路整備対策 ＋1.2 億円、彦根総合運動場陸上競技場公認更新整備事業 ＋1.0 億円 

 

 
 
元金 ＋33.7 億円、利子 ▲3.8 億円 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 歳出総額に占める性質別経費の割合は、「人件費」が 1,735 億円で 34.8%と最も大きく、前年度よ

り3億円（0.2％）減少しています。これは、退職手当が185億円で前年度比2億円の減のほか、給

与カットや人員削減等により、退職手当以外の人件費も減少していることによるものです。 

「普通建設事業費」は598億円で、全体の12.0％を占めています。公共事業費の減などにより、前

年度に比べ21億円（3.4%）の減となっています。 

「公債費」は 794 億円、全体の 15.9%で、前年度より 30 億円（3.9%）の増となっています。ま

た、「扶助費」は414億円、全体の8.3%を占めており、社会保障関係経費の増等により、前年度に比

べ20億円（5.1%）の増となっています。 

人件費、公債費、扶助費を合わせたいわゆる「義務的経費」の歳出総額に占める割合は、59.0％と

なり、前年度に比べ0.4 ポイント増加しています。                 

農政水産業費 ▲25億円（▲14.8%、○23149億円 ← ○22174億円） 

土木交通費 ▲12億円（▲2.4％、○23459億円 ← ○22471億円） 

警察費 ＋4億円（＋1.4%、○23290億円 ← ○22286億円） 

教育費 ＋6億円（＋0.5%、○231,289億円 ← ○221,283億円） 

公債費 ＋30億円（＋3.9%、○23795億円 ← ○22765億円） 

（エ）歳出予算（性質別）の構成図 

一般行政費
 104,581
 (21.0%)

公債費
 79,410
 (15.9%)

扶助費
 41,364
 (8.3%)

  人件費（その他）
 31,213
  (6.3%)

人件費（警察費）
 24,185
   (4.8%)

人件費（教育費）
 118,084
    (23.7%)

普通建設事業費
59,751
 (12.0%)

災害復旧事業費
 604
 (0.1%)

貸付金
 31,253
   (6.3%)

その他
 7,935
 (1.6%)

投資的経費
 60,355
 (12.1%)

その他の経費
 143,769
 (28.9%)

義務的経費
 294,256
 (59.0%)

歳　出　合　計

4,983億 8千万円

（単位：百万円）

人件費計
173,482
(34.8%)
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Ⅱ 主な特徴  

１    県税当初予算額は３年ぶりに増加 
 
県税収入は、対前年度当初予算比84億円増（＋7.0%）の1,286億円で、３年ぶりに増加に転じ

ています。なお、基幹税目である法人二税と個人県民税の状況等は下記のとおりです。 

 ポイント１ 

22年度当初

23年度当初
４５０億円

法人二税
２２２億円

個人県民税

個人県民税
４４５億円

その他の税
５３５億円

その他の税
５２４億円

平成23年度 法人二税　３１２億円

１，２０２億円

法人二税
３１２億円１，２８６億円

対前年度比

＋5億円(＋1.3%)

対前年度比

＋90億円(＋40.8%)

対前年度比

△11億円(△2.1%)

◆主な税目の状況 増収額計
８４億円
＋７．０％

◆法人二税の状況

対前年度比

＋１６．４％
対前年度比

＋６０．５％

非製造業

構成比

３８％ 製 造 業

構成比

６２％

☆今年度前半の景気回復傾向を反映し、製造業を
　中心に40.8％の増

製 造 業

構成比

５９％

製 造 業

構成比

５４％

非製造業

構成比

４６％

非製造業

構成比

４１％

平成22年度　　　　２２２億円

平成21年度　　　３９６億円

769
701

549
468

545 603

410 394 433
494

583
661

725

396

222
312

225
246

282
226

245
251

274
267

251
232

241

235
228 216

216

252

494
533

445
450

571432452

686695

494

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

億円 ％

法人二税

県 税 に 占 め る

法人二税の割合

県 税 当 初 予 算 額 の 推 移

個人県民税

県 税 に 占 め る

個人県民税の割合その他諸税

1,286

1,202

1,477

1,885

1,790

平成 年度
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       地方交付税は増加するものの臨時財政対策債を加え

た実質的な地方交付税は大幅に減少。 

一般財源総額もほぼ前年度並みの水準  
 

地方交付税は、対前年度当初予算比44億円増（＋4.1％）の1,117億円で、３年連続で増加す

る見込みですが、地方交付税の振替措置である臨時財政対策債を加えた実質的な地方交付税は、逆

に114億円減少（▲6.6％）する見込みです。 

また、これらに県税、地方譲与税、地方特例交付金を加えた一般財源総額は、前年度当初予算比

２億円減の3,107億円で、ほぼ同程度の水準にとどまる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方交付税および臨時財政対策債の推移

1,610
1,480

1,360 1,418
1,252

1,185
1,071

958
871 917

1,073 1,117

100
201

411

296

228

206

186
227

458

656
498

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 （年度）

（億円）

地方交付税
 1,117

地方交付税
1,073

臨時財政対策債

 656
臨時財政対策債

 498

県税
 1,202

県税
 1,286

地方譲与税 158 地方譲与税 187

地方特例交付金 20 地方特例交付金 19

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H22当初 H23当初

（億円）

ポイント２ 

1,729 億円 1,615 億円 

（▲114 億円）

3,109 億円 3,107 億円 

当初予算における一般財源総額 

（注）平成 21 年度までは決算額、平成 22 年度および平成 23 年度は当初予算額です。 

臨時財政対策債

地方交付税 

実質的な交付税実質的な交付税
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        財源不足等に対応する基金の残高が残りわずかに  
 
年度間の財源の不均衡を調整するための財政調整基金と借入金の返済に備えるための県債管理基

金については、そのほとんどを取り崩すこととし、残高は両基金あわせて18億円となります。 

また、特定目的のためにあらかじめ財源を準備してきた特定目的基金については、23年度も引き

続き各事業に充当し、活用することとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基金残高の推移（一般会計）

78 88 98 96 96 90 80 80 80 83 73 47 53 46 50

769 716 660

318 270

108
185 182 171 146 145

650
595

519

362
383 397

644

209

1,497

1,399

1,277

1,129
1,082

989

799
766 795 813

547

641

537
499 473 444 455

718

529

227

2842 23 37

2337
106

303
357

528585607

478

460

401
371

326
249281

275308
383

397

426

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

平4 平5 平6 平7 平8 平9 平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23
（年度）

（億円） 特定目的基金

県債管理基金

財政調整基金

■23年度末現在高見込み（百万円） 

 

財政調整基金          1,559 

県債管理基金          277 

福祉・教育振興基金         628 

環境保全基金          502 

森林整備担い手対策基金        893 

琵琶湖管理基金             5,433 

介護保険財政安定化基金    2,108 

地域医療再生臨時特例基金     3,301 

医療施設耐震化臨時特例基金    850 

ふるさと・水と土保全基金   1,210 

 ポイント３ 

平成23年度末現在高 

県債管理基金   2.8 億円 

財政調整基金 15.6 億円 

計    18.4 億円 

主な基金の状況 

■23年度中の取り崩し予定額（百万円） 

 

財政調整基金            1,300 

県債管理基金           2,000 

福祉・教育振興基金        2,200 

地域活性化・公共投資基金     3,396 

障害者自立支援対策臨時特例基金  1,505 

子育て支援対策臨時特例基金      1,445 

介護基盤緊急整備等臨時特例基金  1,375 

介護職員処遇改善等臨時特例基金 2,033 

地域医療再生臨時特例基金     1,161 

医療施設耐震化臨時特例基金    1,496 

子宮頸がん等ワクチン接種緊急 
促進臨時特例基金        1,073 

ふるさと雇用再生特別基金    2,394 

緊急雇用創出事業臨時特例基金  5,977 

 



 8

  県債発行額は大幅に減少。臨時財政対策債を除く 

実質的な県債残高も２年連続で減少 
 

県債発行額は 799億円で、対前年度当初予算比 183億円（18.6%）の大幅減となっています。

これは地方交付税の振替措置である臨時財政対策債の発行額が大きく減少したことが主な要因です

が、その他の実質的な県債も、投資的経費の抑制等により、25億円の減となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県債残高は年々増加しており、平成 23 度末には 1 兆 282 億円になる見込みです。県では、こ

れまでから投資的経費の抑制等により、県債残高の減少に努めてきましたが、国の地方財政対策に

おいて決定され、地方交付税の振替として発行している臨時財政対策債の占める割合が依然として

高く、これが県債残高の増加に大きく影響しています。臨時財政対策債の残高3,116億円を除く実

質的な県債の残高は7,166億円で、２年連続で減少する見込みです。 

 ● 「臨時財政対策債」は、本来、国が地方交付税として交付すべきものですが、地方交付税 

の財源が不足していることから、地方が国に代わって借金しているものです。 

● 「臨時財政対策債」の元利償還金は、後年度に全額地方交付税で措置されます。 

 

県債発行額（一般会計）

412 326 301

458 656
498

870
799

982

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

1100

H21当初 H22当初 H23当初

（億円）
臨時財政対策債 

H22→H23  
▲158 億円 

 ポイント４ 

実質的な県債 

（臨時財政対策債以外） 

H22→H23  
▲25 億円 

県債残高の推移（一般会計）

7,465
7,692 7,904 7,842 7,682 7,567 7,508 7,438 7,492 7,496 7,401

7,166

301
713 1,008 1,234 1,421 1,568

1,744
2,135

2,710 3,116

100

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23

（年度）

（億円）

(注)　平成21年度までは各年度末現在高、平成22年度および平成23年度は見込額です。

7,792

8,205
8,555

8,690
9,006

8,801
8,929

9,236

9,631

10,111
10,282

（億円）

実質的な
県債 
▲235

臨時財政
対策債 
+406

0

～ 
～ 
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      プライマリーバランスのマイナス幅は大幅に改善  
 

プライマリーバランスは、県債の元利償還金を除く歳出が、県債を除いた県税収入などの歳入で

まかなえるかどうかを示す基礎的財政収支のことで、これがプラスであれば財政の中長期的な持続

可能性を保つことができるとされています。 

平成 23年度当初予算においては、引き続きマイナスとなるものの、県税収入の回復や臨時財政

対策債を含む県債発行額の減により、マイナス幅は大幅に改善する見込みです。 

しかしながら、経済情勢が依然として厳しく、税収の動向が不透明な中、社会保障関係費などの

増加に対応するためには、引き続き歳入歳出全般にわたる見直しに着実に取り組む必要があります。 
  

  
平成 23年度の場合のイメージは、下図のとおりです。 

 

 ポイント５ 

県税収入等 

（県債以外の収入） 

県債の元利償還金を

除く支出 

プライマリーバランスが

赤字になると… 

4,184 億円 

県債の元利
償還金 

4,191 億円 

県債を除いた県税
等の歳入だけでは、
その年度の行政サ
ービスに必要な歳出
をまかなうことができ
ない。 

県債発行に
よる収入 

臨時財政対策債498億円

歳出（元利償還金除く）が歳入
（県債除く）を上回っているこ
とから、プライマリーバランス
は赤字となります。（▲7億円） 

本来、地方交付税として交付される
べき臨時財政対策債を県債ではな
く、地方交付税とみなすと、プライ
マリーバランスは、大幅な黒字とな
ります。（＋491億円） 

歳  入 歳  出 

プライマリーバランスの推移

△7

69 75

319

410

322
281 301

168

250

420
491

△126

△31

179

△92

7594114

△236

△59

115

△208

4,184

4,191

5,365

5,285

4,651

4,084

4,270 4,365

4,439
4,3484,705 4,3354,812

5,186

5,316

4,537

4,320

4,573

4,345
4,273

4,329

4,797

4,220

4,938

△400

△200

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23

(年度)

(億円)

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

(億円)

県債除く歳入決算額

元利償還金除く歳出決算額

（注） 平成21年度までは決算額、平成22年度は11月補正後予算額です。

プライマリーバランス

臨時財政対策債を地方
交付税とみなした場合
のプライマリーバランス



グラフ１　：　歳入決算額、県債残高および基金残高の推移（一般会計）

714
848 884

855 767 882 705

629

999 799

1,209 1,180 1,255 1,516
1,360

1,252

958

1,117

1,464
1,782

6,075

4,997 4,964 5,080 5,084 4,984

1,2861,2021,3701,824
1,5751,4421,299

1,565
1,5901,489

1,4071,398

1,913
1,607 1,494 1,449

1,283 1,365

1,596

998

810

649
629855

751543901841

1,074917
871

1,0711,185
1,418

1,4801,6101,148

1,0731,079

1,809
2,0781,575

1,7021,813
2,034

1,9892,169

2,2402,1652,4552,4812,4052,497

2,508

2,754

2,604

5,363
5,561

5,694

6,036
5,908

5,795

6,187
6,085

6,076

6,150

5,356
5,069

6,046

10,282

227
529

718
455444473499537641547

813795766799
9891,0821,129

1,2771,399

7,166
7,401

7,692
7,904 7,842

7,682 7,567 7,508
7,438 7,492 7,496

10,111

9,631
9,236

9,0068,929
8,8018,690

8,555

8,205

7,792

7,465
7,308

6,866

6,286

5,626

4,963

4,228

3,773

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

平5 平6 平7 平8 平9 平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23

（年度）

（億円）

 その他歳入

 地方交付税

 県債

 県税

県債残高

県債残高（臨時財政対策債除く）

基金残高

（注） 1　県債は、借換債を除いています。
　　　 2　平成21年度までは決算額、平成22年度は11月補正後予算額、平成23年度は当初予算額です。
　　　 3　県債残高および基金残高は各年度末現在高であり、平成22年度および平成23年度は見込額です。



グラフ２　：　当初予算額の推移（歳出性質別）

1,498 1,537 1,612 1,673 1,714 1,741 1,763 1,797 1,800 1,824 1,806 1,764 1,730 1,720 1,746 1,732 1,739 1,738 1,735

159 167
175

263 286 296 282 291 284 326 353 366 368 394 414
373

623 378
440 491 542 585

632 652 685 708 718 684 683 700 746 758 765 794

1,780

1,908
2,036

1,978
1,968 1,714 1,470 1,385 1,419 1,273 1,182 1,141

930 909 870 751 631 618 598

492

506 533 498
542 744

702 778 752
750

704 717

720 754 775
745

777 793 829

1,042

1,103 1,078 1,092
987 912

1,080 941 887
821

799 817

760 658 629
596 579 638 614

5,344

5,844 5,812 5,870 5,903 5,868 5,829 5,796 5,796
5,649

5,481 5,448

5,108 5,050 5,073
4,936

4,852
4,946 4,984

229215201189

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平5 平6 平7 平8 平9 平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 (年度)

(億円)

その他

補助費等

普通建設事業費

公債費

扶助費

人件費

義
務
的
経
費



3,619 3,529 3,469 3,404 3,316 3,207 3,165 3,137

314 305 300 297
265

867 877 877
953 971

8,005 7,989 7,958 8,053 8,114 8,141 8,236

4,040 3,994 3,952 3,886 3,886 3,873 3,905

2,496 2,514 2,512 2,509 2,519 2,523

7878
80 79 79 78

80

78
265279297

79 79 78 77 77 76 76 69

877 888
836

8,127

3,854

2,516
2,458

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

平16定数 平17定数 平18定数 平19定数 平20定数 平21定数 平22定数 平23定数

（人）

警察本部

県立学校

小・中学校

知事部局

行政委員会

病院事業庁

企業庁
教委事務局

国
基
準
関
連
分
野
が
全
体
の
75
％
以
上
を
占
め
る

【総　　数】　　平16定数　　19,431人　　→　　平23定数　　19,184人　　▲247人

【知事部局】　　平16定数　　 3,619人　　→　　平23定数　　 3,137人　　▲482人

グラフ３　：　平成16～23年度　部局別定数


